
経営評価結果 【計画性】 ◎

評価区分 Ａ：概ね良好 中期経営計画の下で、適切かつ効率的な経営を履行することにより、
良好な経営環境が維持できるものと考える。今後も、実施事業の評価
の充実を図り、経営の更なる健全化に努めてほしい。

＜財務状況＞
財務の状況については、基本財産の運用収入の範囲内で、漁

業振興対策助成事業が実施されており、安定的に黒字を確保し
ていることは評価できる。

＜経営状況＞
法人が自己評価した経営評価指標の項目については、組織運

営の健全性及び経営の効率性が低調な評価となっているが、人
員が限られている中でも工夫をして、内部統制・コンプライアンス
等の充実・強化及び経営効率の改善に努めてほしい。

＜留意事項＞
当法人は、漁協等を対象に漁業振興対策助成事業を実施して

いるが、事業採択に当たっては客観性・公平性を高めるために審
査基準を定め、かつ、外部有識者を含む審査委員会の審査を通
じて進めるなど、適正な事業運営に配慮している点で評価できる。
平成26年度は2団体2件の新規助成事業を実施しており、引き続

き、限られた財源を最大限に活用し、事業採択の固定化を招かぬ
よう、漁業振興に資する効果的な助成事業の実施を期待する。

【組織運営の健全性】

【財務状況の健全性】 ◎

適正に運営されているものと考える。今後も基本財産の安全かつ有利
な運用に努めてほしい。

△

内部監査の実施や税理士による巡回監査を受けるなど内部統制の充
実に努めている。一方、常勤職員１名の後継者の人材育成について
は、なお一層力を入れていくべきと考える。

法人の目的である漁業被害の未然防止と操業の安全の確保並びに
漁業振興のための助成事業を計画的に実施しており、引き続き効果
的・効率的な事業運営に努めてほしい。

【経営の効率性】 ○

基本財産及び運用財産の安全・確実な運用で経営基盤の強化を図
り、管理費の支出についても、可能な限りの節減に努めている。引き続
き、経営基盤の強化と経費節減に努めてほしい。
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